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第 41 期
2006 年 3月期

第 42 期
2007年 3月期

第 43 期
2008 年 3月期

第 44 期
2009 年 3月期

第 45 期
2010 年 3月期

売上高 (百万円 ) 62,771 66,898 61,222 60,159 62,378

経常利益 (百万円 ) 1,716 2,165 2,435 3,139 3,743

当期純利益 (百万円 ) 1,013 1,355 904 1,406 2,440

総資産 (百万円 ) 84,128 81,033 75,085 71,770 74,631

純資産 (百万円 ) 52,837 54,464 52,289 49,267 51,998

1 株当たり純資産 (円 ) 1,452.01 1,462.94 1,412.46 1,435.82 1,544.43

1 株当たり当期純利益 (円 ) 26.25 37.27 24.86 39.77 73.56

1 株当たり配当金 (円・個別 ) 25.00 15.00 25.00 18.50 24.50

財務ハイライト（連結）
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※ご注意
本誌には、将来の業績予想などに関する記述が
含まれています。こうした記述は将来の業績を
保証するものではなくリスクと不確実性を内包
するものです。将来の業績は、経営環境の変化
等に伴い、本誌の予想数値とは異なる可能性が
あります。



株主・投資家の皆様へ

株主・投資家の皆様には、平素より格別のご高配を賜り、厚く御礼を申
し上げます。

わが国の経済は、世界的な金融市場の混乱による影響から徐々に回復す
る動きが一部に見られたものの、全体としては低調なままに推移しました。
当社が事業を展開している建設業界においては、民間企業の設備投資意欲
が減退しており、補正予算により若干の回復が見られた公共投資について
も、昨年秋の政権交代に伴い再び縮小傾向に向かうなど、厳しい経営環境
で推移しました。

そうしたなか、当社は最大顧客であるNTT 及び NTT グループからの
NGN工事をはじめとする受注が順調であったことなどにより、当期（第 45
期）は前期に比べて増収増益となりました。利益面では、利益向上につな
がる選別受注や、より川上での営業活動により直接受注比率を高めるといっ
た営業力強化策のほか、工事原価・販管費削減等の諸施策が奏功しました。
また、新規事業については、昨年 2月に株式会社ヴェリア・ラボラトリー
ズと資本業務提携を行い、設備工事業者としては他社に先駆けて、本格的
に環境関連ビジネス事業への進出を果たし、着実に成果を上げています。

こうした結果、当期の連結ベースでの受注高は 499 億 62 百万円（前期
比 5.2%減）、連結売上高は 623 億 78 百万円（前期比 3.7%増）、連結営業
利益は 22億 8百万円（前期比 8.4%増）、連結経常利益は 37億 43 百万円
（前期比 19.3%増）、連結当期純利益は 24億 40 百万円（前期比 73.5%増）
でした。
また、個別ベースでは、受注高は 476 億 73 百万円（前期比 5.1% 減）、

売上高は533億8百万円（前期比7.8%増）、営業利益は18億円（前期比2.2%
減）、経常利益は 24 億 28 百万円（前期比 6.3％減）、当期純利益は 13 億
28 百万円（前期比 30.1%増）でした。

来期は 4カ年計画である第 3次中期経営計画の最終年度となりますが、
これまでの 3年間で既存事業における収益力向上や新しい事業領域への進
出など、計画の骨子に基づく諸施策が着実に成果を上げています。景気後
退に伴う経営環境の悪化により、やむなく目標数字の見直しを行いました
が、企業としての実質的な成長という目標達成へ向けてさらに注力します。

なお、2004 年 6 月より代表取締役社長でありました木村信也は、任期
満了に伴い、本年 6月 29日開催の株主総会をもって退任、相談役に就任し、
新しい代表取締役社長に野村春紀が就任しました。

新たな経営体制の下、これからも株主・投資家の皆様にご満足をいただ
けるよう、企業価値向上へ向け役員・社員一丸となって取り組んでいきます。

（当期の概況及び業績）

前代表取締役社長、現相談役

木村  信也
代表取締役社長

野村 春紀
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Q  当期（2010 年 3 月期）における市場環境につい
てご説明下さい。

A 　一昨年秋のリーマンショックを発端として、約

一年半という期間にわたって非常に厳しい状況が

続いていましたが、ここへきて、中国やアジア諸

国がけん引役となり景気が回復傾向にあるというのが一

般的な見方ではないかと思います。しかしながら、当社

が事業を展開している建設業界については、民間市場が

縮小する一方で、昨年秋の政権交代に伴う政策転換によ

り実施された公共事業への投資削減が大きな話題でした。

その前の自民党政権が公共投資の前倒しを行ったことで

一時は需要が上向いていたのですが、その後の事業見直

し等により、当社でも受注していた案件が中止となるケー

スがありました。

　わが国の建設市場の規模をみると、昨年の建設投資は

42 兆円ほどだったといわれています。1992 年には 84 兆

円ぐらいであったと思いますので、最盛期に比べればほ

ぼ半減したということです。

　このような市場環境の下、NTT グループを主要顧客とす

る当社にとりましても厳しい一年でありました。お客様

別に受注状況をみてみますと次の通りです。

　NTT 及び NTT グループについては、昨年度に引続き行

われた NGN 工事のほか、電話交換機室の MACS 空調機の

更改工事が、ほぼ計画通り受注できました。ただ期待し

ていたデータセンター関連工事は需要の低迷で先送りに

なったケースも目立ち、景気の回復が期待されるところ

です。

　新築案件では NTT 東日本プロパティーズ、NTT 都市開

発のオフィスビルの受注に成功することができました。

　官公庁については、一般競争入札について、単なる金 

額比較による評価ではなく、種々の技術提案を考慮する

総合評価方式で行われる発注が増えています。当社では、

その技術提案に注力したこともあり、前期に比べて受注

を伸ばすことができました。しかしながら、競争の激化

もあり、下半期になって、上半期のような勢いがみられ

なかったことで、当期全体としてみれば、ほぼ計画通り

インタビュー　「第 45 期（2010 年 3 月期）を振り返って」

当期（第 45 期）の市場環境や業績、中期経営計画の進捗状況などについて、
木村前社長（現相談役）にご説明いただきました。
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の受注になりました。来期以降は公共工事がさらに減る

見通しであり、予断を許さない状況が続きます。なお、

当社では米軍関連の工事についても官公庁セグメントに

含めていますが、これまでの経験や実績を活かして、受

注を伸ばしています。

　民間市場については、建設マーケットが縮小する状況が

続いており、需要と供給という視点からは供給過多の状

態が続いています。そのため、熾烈な競争激化が起きて

おり、全体的に受注単価の下落がみられています。この

ような厳しい事業環境の下ではありますが、当社は「売

上より利益重視」で営業活動を展開しております。中間

IR 通信では下期に巻き返しを図りたいとしておりました

が、マーケットの回復が遅れたということで、引続き厳

しい結果となりました。

　今後は原価の低減に一層の努力をし、データセンターな

ど得意領域で営業攻勢をかけていきたいと考えています。

Q  そうした市場環境の下でとられた施策についてご
説明下さい。

A 　こうした市場環境が継続するであろうというこ

とはある程度予測できていたため、それまでの施

策の方向性とそれほど大きく変わるものではあり

ませんが、現在、以下のような施策に取り組んでいます。

　 1 つ目は、既存事業における収益力の強化策として、営

業力のさらなる強化を進めています。民間市場について

は新築案件が減少する一方で、環境問題、特に温暖化対

策への関心については、引き続き高いものがあります。

折しも、2010 年 4 月 1 日には、改正省エネ法が全面施行

となったほか、東京都では改正環境確保条例が施行され

ました。こうした背景もあり、既存ビルでも LED 照明へ

の交換など、もっと効率的な CO2 削減といったことが話

題になっています。実は、排出量でみた場合、建物全体

としては、空調設備からの CO2 が一番多く、これを何と

か減らそうという動きがあります。そうした需要に呼応

するのが、機能効率の悪い古くなった機器を新しい機器に

入れ替えるというリニューアルの工事です。これは設備主

体の工事になるので、設備工事業者に直接発注をいただけ

るケースが多く、当社も注力して取り組んでいます。

　官公庁については、総合評価方式がこれからも増えてく

るものと思われますのでその対応強化のほか、米軍につ

いて、これまでは一部の米軍基地での実績でしたが、全

国展開での営業活動に拡大しました。

　NTT 及び NTT グループについては、NTT 各社、とりわ

け NTT ファシリティーズとのコラボレーションにはさら

に力を入れていこうと考えており、さらなる新しいマー

ケット開拓につながることを期待しています。

　2 つ目は、工事原価の圧縮です。昨年、モニタリング制

度を導入して以降、大きく工事原価を割るという工事は

なくなりました。また、より多くの利益を生み出せるよ

うな体制づくりとして、限られた要員でより効率良く工

事を進めるため、支店という枠を超えた施工体制をとる

工事要員の流動化施策を推進しています。前期に発足し

た工事統括部が、各支店の工事要員の状況を把握して新

しい仕事に対してどう対応するかを全社的に判断する役

割を担っています。各支店長の理解も高まり、昨年秋頃

には、各支店からの要望についてほぼ期待通りの対応が

できるようになったことで、しっかりと効率化も達成で

きています。このほか、優良な協力会社をいかに育成し

ていくかという課題についても、これまで以上に積極的
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に取り組んでいます。

　3 つ目は、販売費及び一般管理費の削減です。当社では、

新しいシステムを導入し、稼働してちょうど 1 年になり

ますが、その成果がしっかりと出ており、よりスリムで

より筋肉質な体質への転換を推し進めています。

Q  新規事業である環境関連ビジネス事業について、
最近のトピックスをご紹介下さい。

A 　当社は、同業他社に先駆けてこの環境関連ビジ

ネスに着手していましたが、この下半期になって、

設備工事の専門業者だけでなく、総合建設業者で

あるゼネコン各社もこぞってこのマーケットへの参入に

強い関心を示すようになってきました。これは先にお話

しした 2010 年 4 月の改正省エネ法本格的運用の開始や東

京都の改正環境確保条例の施行といった話題が大きく影

響しているものと思います。

　では、そうした動きの中で、当社がどう勝ち進んでいく

かということですが、先行している強みをどう活かすか

が重要だと考えています。当社は、これまで携わってき

た案件を通じて、どのようなことが課題であるかという

リサーチを済ませており、それをどう解決するかという

ことについても既に経験を積んでいます。

　また、「エネルギーの見える化」については、一連の省

エネ診断とあわせ、お客様の予算に合わせた ESCO によ

る省エネ実現を提案するなど、昨年 2 月に業務提携をし

たヴェリア社（株式会社ヴェリア・ラボラトリーズ）と

の関係が期待通りに良い結果を生んでいます。

　さらに、お客様の立場に立って、予算について助言や補

助金の申請手続きまでをコンサルティングすることもで

きるよう、提案力を強化しています。

　昨年 12 月には、こうした営業を担当する社員を本社に

集め、2 日間をかけて、環境技術勉強会を開催したほか、

本社からスタッフを各支店へ派遣し、支店長をはじめと

する幹部社員への状況の説明も行いました。こうしたこ

とで会社を挙げて環境ビジネス分野での成功を目指そう

という意識の高揚に努めており、今、全社的にその気運

が高まっていることを強く感じています。

Q  2007 年にスタートした第 3次中期経営計画は、当期で
3年目が終わり、来期は最終年度になります。進捗状況
や成果、目標の達成度について、ご説明下さい。

A 　第 3 次中期経営計画の骨子は、既存のビジネ 

ス領域である施工を主体とする設備建設業者とし

て、しっかりと利益を生み出せるような筋肉質の

企業となることと、併せて既存のビジネス領域とは違う

新しい事業領域への進出をしていくということです。

　１つ目の筋肉質の体質になってきちんと利益を出すとい

うことについては、モニタリング制度や要員の流動化な

ど、いろいろな施策を実施しました。また、原価低減の

ために新たな下請け業者を育成するなど、これまでの 3

カ年で、やるべき手はほぼ打ったように思います。これ

からは、こうした施策について、いかに運用していくか

という段階に来ています。

　２つ目の新しい事業への取り組みについても、先にご 

説明したように環境ビジネスへの進出など、計画策定当

初の方針に基づいて取り組んでいます。新規に事業を起

こすには、内部でこつこつと積み上げていくことも必要

ですが、M&A や業務提携など、外部資源を活用すること

インタビュー　「第 45 期（2010 年 3 月期）を振り返って」
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も重要であると考えています。既に発表しているように、

富山県内を中心に医薬品や食料品の生産設備の企画・設

計及び保守管理を行う富山工営株式会社を、本年 6 月 30

日に子会社化することを決定しています。M&A にあたっ

ては、富山工営の保有する独自技術や当社グループとの

シナジー効果など総合的に熟慮したところです。当社グ

ループの重要な会社となるよう大事に育てていくつもり

です。

　なお、既存事業の収益向上と新規事業の発掘・育成とい

う当中期経営計画の骨子に沿い、着々と成果が上がって

いますが、計画策定当時には予測もしなかったサブプラ

イムローン問題やリーマンショックなどによる景気後退

の影響が大きく、誠に遺憾ながら、売上高などの目標に

ついては、より現実的な数字へと見直しを行うこととし

ました。

Q  来期（2011 年 3 月期）の市場環境に関する見通
しと業績予測をご説明下さい。

A 　景気全般は徐々に回復傾向にあると感じていま

すが、それを牽引しているのは中国やアジア諸国

をはじめとする新興国です。建設業界は、元来、

国内での事業展開が基本であり、国内経済の回復が大変

に重要です。ただ、傾向として、建設市場も回復はして

くるでしょうが、近年は少子化が進むなど、今後、国内

の需要が大きく伸長するとは思えません。実際に、今や

「第 3次中期経営計画	～	時代を拓く、次代を創る	～	《2007.4 ～2011.3》」

■	財務目標・主要な経営指標（連結）
（単位：億円）

2010 年 3月期 2011年 3月期

実績 計画※ 当初目標

売上高 623.7 620 750

営業利益 22.0 20 27

経常利益 37.4 32 37

当期純利益 24.4 20 22

営業利益率 3.5% 3.2％ 3.6％

ROE 5.0% 4.0％ 4.2％

■	中期経営計画の基本戦略

１．事業ドメインの拡大戦略
　既存事業では建物ライフサイクルに基づいたビジネスモデル
を強化します。そして、隣接事業領域へはソフトニーズなどに
基づいたビジネスモデルの拡大に努め、異業種事業領域へも
事業領域の拡大を目指していきます。

２．既存事業の収益向上戦略
　営業部門においては営業手法の転換による高収益案件の安
定受注を目指してまいります。また、工事部門においては安全・
品質を基盤とした施工体制の効率化による生産性の向上を図
り、原価管理については、原価の抑制と適正原価の把握に努
めてまいります。

３．新規事業の成長戦略
　2010 年度 50 億円の事業規模を目指し、外部資源の活用な
どにより「ビルオートメーション・セキュリティ分野」と「環境・
エネルギー分野」など成長を加速させて取り組んでまいります。

0

200

400

600

800

2011年3月期2010年3月期
実績 （計画最終年度）目標

623.7 620

0

10

20

30

2011年3月期2010年3月期
実績

24.4

（計画最終年度）目標

20

売上高（連結）（単位：億円） 当期純利益（連結）（単位：億円）
※計画値は、2010 年 5月14日に発表した 2011年 3月期の期初公表値です。
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インタビュー　「第 45 期（2010 年 3 月期）を振り返って」

最盛期の半分の規模になろうかというマーケットです。

　こうした状況の中で、新築案件が減り、かつては一般的

だったスクラップアンドビルドという考え方にかわって、

現在あるものをいかに有効に使っていくかという議論が

多くなり、リニューアル工事という領域が注目を集めて

います。その領域では、当社のような専門業者の出番が

増えてくるだろうという期待はありますが、新築工事な

どに比べて個々の工事の規模が小さく、大きな市場とい

うわけではないので、ゼネコンの市場参入とあいまって、

厳しい競争になるものと思われます。

　当社の主要顧客である NTT 及び NTT グループからの受

注については、当期実績に近い仕事量を受注できるだろ

うと考えておりますが、官公庁については、事業見直し

などで厳しい市場環境が予測されており、総合評価制度

への対応をさらに強化して、当期以上の受注を目指しま

す。なお、民間市場については、当期に大変苦戦しまし

たが、リニューアル工事や環境関連ビジネスはもちろん、

川上への進出にも積極的に取り組み、待ちの営業から攻

めの営業へという転換をさらに進めて、当期以上の受注

獲得へ向けて注力します。特に、民間市場については、

当期から来期への繰越案件が減っているため、その分を

当期受注当期完成というようなリニューアル工事を主体

とする案件でカバーしたいと考えています。また、さら

に原価圧縮を推進し、利益については当期に近い数字を

目指します。

　来期の連結売上高は 620 億円、連結営業利益は 20 億円、

連結当期純利益は 20 億円を予想しています。

Q  配当についてのご説明を含め、株主・投資家へ向
けてのメッセージをお願いします。

A 　当社は、株主・投資家の皆様にとって常に魅力

的な会社でありたいと考えています。株主の皆様

への配当金につきましては、1 株当たり年間 15

円の普通配当を下限に、個別の当期純利益の 60％を目処

として配当還元することを決めています。このような基

本方針に基づき、当期の期末配当につきましては、1 株当

たり 17 円とさせていただきました。これにより既に実施

しております中間配当の 7 円 50 銭と合わせ、当期の 1 株

当たりの年間配当金は 24 円 50 銭となります。

　また、当社は株主還元策として自己株式の取得を進めて

います。当期は上期、下期と 2 度に分けて実施し、年間トー

タルでは 59 万 5,700 株を 4 億 78 百万円で取得しました。

来期についても、既に公表しています通り、上期に 50 万

株を上限とする取得を計画しています。

　来期（第 46 期）は中期経営計画の最終年度であり、計

画の目標である既存事業領域での収益向上や新規事業の

成長などでしっかりと成果を上げ、企業グループとして、

さらなる成長発展を目指してまいります。

日比谷ブランドについて
◆ 目的

・当社の企業認知と事業内容についての理解促進
・社員意識の統一

◆ ブランドコンセプト
最先端技術に長け、まじめに取り組む会社。

◆ ブランドメッセージ

時代にまっすぐ、技術にまじめです。
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　当期における事業セグメント別の営業の概況は以下の

通りです。

■	設備工事事業 ( 建築設備工事全般に関する事業 )

　当期における設備工事事業の売上高は前期比 7.7％増の

536 億 68 百万円でありました。

　また、当事業セグメントの営業利益については、前期比

3.1％減の 18 億 12 百万円でありました。

　当事業セグメントを事業種別に見ますと、以下の通りです。

● 空調工事 : 受注高は前期比 9.6％減の 250 億 52 百万円、

売上高は前期比 8.2％増の 290 億 12 百万円

でありました。

● 衛生工事 : 受注高は前期比 6.7％増の 109 億 66 百万円、

売上高は前期比 2.9％減の 110 億 31 百万円

でありました。

営業の概況（連結）

● 電気工事 : 受注高は前期比 5.4％減の 120 億 7 百万円、

売上高は前期比 16.7％増の 136 億 24 百万円

でありました。

■	設備機器販売事業
　( 建築設備機器類の販売及びメンテナンスに関する事業 )

　当期における設備機器販売事業の売上高は前期比

18.4％減の 67 億 74 百万円、営業利益については、前期

比 10.3％増の 3億 6百万円でありました。

■	その他の事業
　( 建築設備機器類の製造及び販売に関する事業他）

　当期におけるその他の事業の売上高は前期比 3.5％減の	

19 億 36百万円、営業損益については、前期は営業損失 35

百万円でしたが、当期は営業利益 41百万円でありました。

設備工事事業 設備機器販売事業 その他の事業 計 消去又は全社 連　結
売上高
　（1）外部顧客に対する売上高 53,668 6,774 1,936 62,378 － 62,378
　（2）セグメント間の内部売上高又は振替高 － 3,873 289 4,162 (4,162) －

　	計 53,668 10,647 2,225 66,541 (4,162) 62,378
　（ご参考）前期（2009 年 3月期）の売上高 49,848 11,963 2,374 64,186 (4,027) 60,159
営業費用 51,855 10,341 2,183 64,380 (4,209) 60,170
　（ご参考）前期（2009 年 3月期）の営業費用 47,978 11,685 2,409 62,074 (3,951) 58,122
営業利益 1,812 306 41 2,160 47 2,208
　（ご参考）前期（2009 年 3月期）の営業利益又は営業損失（△） 1,869 277 △ 35 2,112 （76） 2,036

（単位：百万円）2010 年3月期		セグメント別の売上高及び営業利益

設備工事事業
48,026 (96.1%)

設備工事事業
53,668 (86.0%)

設備工事事業
26,864 (100.0%)

設備機器販売事業
6,774 (10.9%)

電気工事
13,624 (21.8%)

電気工事
12,007
(24.0%)

衛生工事
10,966
(22.0%)

電気工事
3,451(12.8%)

衛生工事
11,371
(42.3%)

衛生工事
11,031
(17.7%)

売上高
その他の事業
1,936 (3.9%)

空調工事
25,052
(50.1%)

受注高 受注残高

空調工事
12,041
(44.9%)

その他の事業
1,936 (3.1%)

空調工事
29,012
(46.5%)

2010	年3月期		事業種別の受注高及び受注残高、売上高等		（注）当社グループでは設備機器販売事業は受注生産を行っておりません。また、その他の事業に受注残高はありません。		（単位：百万円）
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　当社は、2010 年 4 月 1日の改

正省エネ法施行などを省エネル

ギー推進や CO2 削減への関心や

ニーズの高まる好機ととらえ、環

境を軸にしたソリューション営業

の拡大をミッションとした「環境

ソリューション部」を設置して、

「省エネルギー推進のご提案」に

よる営業活動を積極展開してい

ます。競争が激化する民間市場

において、NTT 及びそのグルー

プからの高い信頼と豊富な受注

実績をアピールするとともに、空

調・給排水衛生・電気・通信技

術などあらゆる設備事業を網羅

する当社の技術力や提案力を生

かして、新規事業としての更なる

成長を目指していきます。

特集　「省エネルギー推進のご提案」による営業活動を積極展開しています

当期の受注実績例

重点施策①

省エネ法対応コンサルタント業務の展開による新規及び川上顧客との取引拡大

重点施策②

省エネ対策としてのリニューアル工事受注

重点施策③

環境を軸としたソリューション営業の全国展開

●省エネ法や東京都環境確保条例など、法令への対応に関するコンサルタント業務や届
出支援業務展開

●既存顧客の洗い出し、ヴェリア・ラボラトリーズとの連携、プロパティ・マネジメント
会社との協業などにより法規制対象の既存・新規顧客との取引拡大

※法規制開始時期である来期（2011 年 3 月期）を新規顧客開拓のチャンスととらえ、
短期集中で積極展開

●業務系施設	 補助金の活用、リースなどのファイナンス、排出権取引などのコンサ
ルタント業務や提案

●公共施設	 公共 ESCO事業への積極的な応募
●産業系施設	 省エネメニューを特定して提案営業

●全社での情報共有による省エネ手法の全国展開
●環境技術勉強会開催
　全国の営業担当及び技術者向け（2009 年 12 月実施済）
●ビジネスパートナーの開拓
　（リース会社等、プロパティ・マネジメント会社など）

環境を軸としたソリューション営業拡大のための重点施策 

●見える化装置導入の設置工事を受注
　エネルギー使用量の多い 12 施設のエネルギーモニタリングを実施

●省エネ診断業務（第 1 フェーズ）受託
　代表 3 施設に対して詳細な省エネルギー診断を実施（2009 年 11 月）

●第 2 フェーズ　省エネ診断から省エネ実施へ展開

●全国 13 施設の省エネ診断及び省エネ提案を実施
　→年間エネルギー消費量の最大 32％の削減提案
　　（▲ 16 千 t － CO2 相当）

大阪市内テーマパークの省エネ支援業務 大手データセンター事業者への省エネ支援業務

その他コンサルティング業務
▼
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HITエンジニアリング株式会社が
当社グループに加わりました

　当社は、本年 4 月 28 日開催の取締役会において、

富山化学工業株式会社のグループ企業であります富山

工営株式会社の全株式を取得することを決議し、6月

30 日に同社は当社の子会社となりました。なお、同日

より、同社は社名を HIT エンジニアリング株式会社に

変更しています。

　旧富山工営株式会社は設立以来実質 30 年以上にわ	

たり、富山県内の医薬品、食品メーカーの生産設備等

の企画・設計・施工及び保守管理を手掛け、優れた技

術力が評価されて県内に確固たる基盤を築いています。

当社はHIT エンジニアリング株式会社の技術を活用し、

同社と協働して全国の製薬分野や食品分野に事業領域

を拡大するとともに、企画・設計業務の更なる強化と

廃水処理事業等、今後期待される環境分野への進出を

図ります。

トピックス

HIT エンジニアリング株式会社の概要

1.	名称	 HIT エンジニアリング株式会社

2.	所在地	 富山県富山市久方町 3番 18 号

3.	代表者の役職・氏名	 代表取締役社長　林　盛治

4.	事業内容	 医薬品製造設備・製剤生産設備・食品
生産設備・環境設備等の設計・施工・
保守管理

5.	資本金	 20 百万円

豊富な実績に基づく省エネの実現

　　運用改善支援
投資ゼロで、省エネ体制と
省エネ意識を向上！
●省エネ体制の整備
●運用マニュアルや手順書の整備
●室内環境の適正化（温湿度・照度）

快適性に配慮した
運用改善

省エネ目標
STEP1で-5％

STEP1

　　設備チューニング支援
現在の建物使用状況に
合わせた設備の最適化！
●現設備の最適化
　（ダンパ風量、バルブ流量の調整）
●不具合箇所の調整・修理
　（利用機器の最適運転）

コミッショニングで
最適運転

省エネ目標
STEP2までで-10％

STEP2

　　改修工事支援
設備改修や機器導入による、
抜本的省エネ対策！
●リニューアル工事
●省エネ設備、高効率システムの導入
● ESCO事業、補助金活用支援

高度な技術で
高品質な施工

省エネ目標
STEP3までで-25％

STEP3

目標達成を確実なものにするコミッショニング
省エネ達成を確認し、さらに新たな目標設定を行い

お客様の省エネ活動を包括的に支援しています。

省エネ実現の
PDCA

アクション
総合診断

改善策

A

チェック
効果検証
現状把握

C

プラン
改善計画
実施計画

P

ドゥ
運用改善

チューニング
改修工事

D
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当期の主な完成物件

オフィスビル
住友不動産
品川シーサイドビル

①	東京都品川区	 ②	オフィス
③	空調・衛生	 ④	21,770㎡
⑤	地上11階、地下1階	 ⑥	2010 年 3月

オフィスビル
アーバンエース北浜
アネックスビル

（リニューアル）
①	大阪府大阪市
②	オフィス
③空調・	電気
④	8,477㎡
⑤	地上6階、地下 3階
⑥	2009 年 6月

オフィスビル
住友不動産神田ビル２号館　

（プラティーヌ御茶ノ水）
①	東京都千代田区	 ②	オフィス	
③	空調・衛生	 ④	20,660㎡	
⑤	地上19階、地下3階		 ⑥	2009 年 6月

オフィスビル
ＮＴＴ新保土ヶ谷ビル
①	神奈川県横浜市	 ②	オフィス
③	空調・衛生	 ④	10,971m2

⑤	地上 7階	 ⑥	2010 年1月
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凡例：①	所在地　②	建物用途　③	施工設備　④	延床面積　⑤	規模（階数）　⑥	竣工時期

公共施設
うきは市立総合体育館
①	福岡県うきは市	 ②	総合体育館
③	空調・衛生	 ④	7,139㎡
⑤		地上 2階、地下1階	 ⑥	2009 年 5月

病院
独立行政法人国立病院機構埼玉病院
①	埼玉県和光市	 ②	病院
③	空調・衛生	 ④ 24,962㎡
⑤	地上6階	 ⑥ 2009 年10月

物流施設
プロロジスパーク座間Ⅰ
①	神奈川県座間市	 ②	物流施設
③	空調・衛生	 ④ 139,222㎡
⑤	地上 5階	 ⑥ 2009 年 6月

マンション
ザ・千里タワー
①	大阪府豊中市	 ②	マンション
③	空調・衛生	 ④ 55,760㎡
⑤	地上49階、地下1階	 ⑥ 2009 年 6月
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連結財務諸表

連結貸借対照表（単位：百万円）
前	期 当	期

（2009 年３月31日現在）（2010 年３月31日現在）

（資産の部）
流動資産 38,811 38,817
　現金及び預金 11,458 11,650

　受取手形・完成工事未収入金等 20,675 23,941

　有価証券 1,601 1,050

　未成工事支出金等 3,666 1,213

　繰延税金資産 826 751

　その他 635 246

　貸倒引当金 △ 51 △ 36

固定資産 32,959 35,814
　有形固定資産 711 658

　　建物及び構築物 1,403 1,396

　　土地 174 155

　　リース資産 13 23

　　その他 837 851

　　減価償却累計額 △ 1,716 △ 1,767

　無形固定資産 604 608

　　リース資産 10 7

　　その他 594 600

　投資その他の資産 31,643 34,547

　　投資有価証券 	23,355 26,625

　　長期貸付金 36 34

　　繰延税金資産 1,097 369

　　保険積立金 2,843 2,943

　　匿名組合出資金 3,000 2,924

　　その他 1,550 1,803

　　貸倒引当金 △ 241 △ 152

資産合計 71,770 74,631

前	期 当	期
（2009 年３月31日現在）（2010 年３月31日現在）

（負債の部）
流動負債 21,851 21,924
支払手形・工事未払金等 17,149 16,995
短期借入金 780 780
リース債務 5 8
未払法人税等 1,031 1,060
未成工事受入金 1,271 703
賞与引当金 1,132 1,042
完成工事補償引当金 34 37
工事損失引当金 72 350
その他 372 945
固定負債 652 709
リース債務 18 19
繰延税金負債 25 77
退職給付引当金 471 438
役員退職慰労引当金 124 39
その他 12 134

負債合計 22,503 22,633
（純資産の部）
株主資本 47,518 48,854
資本金 5,753 5,753
資本剰余金 5,931 5,931
利益剰余金 36,201 38,022
自己株式 △ 368 △ 854
評価・換算差額等 436 1,739
その他有価証券評価差額金 436 1,739
新株予約権	 － 40
少数株主持分 1,312 1,364
純資産合計 49,267 51,998
負債純資産合計 71,770 74,631

資産、負債及び純資産の概要

・	総資産は、746 億円 31百万円　前期比 28 億 60 百万円の増加（4.0％増）

	 前期比、未成工事支出金等が 24 億 52 百万円、有価証券が 5 億 51百万円それぞ

れ減少したものの、現金及び預金が 1億 92 百万円、受取手形・完成工事未収入

金等が 32 億 65 百万円、それぞれ増加等による。

・	負債は、226 億円 33 百万円　前期比 1億 29 百万円の増加（0.6％増）

	 前期比、支払手形・工事未払金等が 1億 54 百万円、未成工事受入金が 5 億 67

百万円、それぞれ減少したものの、工事損失引当金等が増加等による。

・	純資産は、519 億円 98 百万円　前期比 27 億 31百万円の増加（5.5％増）

　利益剰余金が 18 億 21百万円、その他有価証券評価差額金が 13 億 2 百万円それ

ぞれ増加等による。

POINT	1
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連結損益計算書（単位：百万円）
前	期 当	期

(	2008 年 4月	1日から	)2009年3月31日まで (	2009 年 4月	1日から	)2010年3月31日まで

売上高 60,159 62,378

売上原価 51,853 53,384

売上総利益 8,305 8,994

販売費及び一般管理費 6,268 6,786

営業利益 2,036 2,208

営業外収益 1,145 1,570

　	受取利息 245 131

　	受取配当金 192 138

　	有価証券売却益 34 5

　	持分法による投資利益 380 1,058

　	受取保険金 145 94

　	その他 146 142

営業外費用 42 34

　	支払利息 15 15

	　有価証券売却損 2 －

　	その他 25 18

経常利益 3,139 3,743

特別利益 5 13

　	投資有価証券売却益 5 －

　	貸倒引当金戻入額 － 13

特別損失 751 146

　	減損損失 － 35

　	投資有価証券評価損 751 93

　	ゴルフ会員権評価損 － 17

税金等調整前当期純利益 2,393 3,610

法人税、住民税及び事業税 1,272 1,090

法人税等調整額 △ 351 46

少数株主利益 65 32

当期純利益 1,406 2,440

子会社・関連会社の決算概要

当期（2010 年 3月期）における子会社・関連会社の決算概要は以下の通りです。

《連結子会社》

日比谷通商株式会社：売上高104 億 8百万円

ニッケイ株式会社：売上高 27億 48 百万円

《持分法適用関連会社》

日本メックス株式会社：売上高 548 億 19百万円

POINT	3

収支の概要

・売上高は 623 億 78 百万円　前期比 3.7％の増加

・営業利益は 22 億 8 百万円　前期比 8.4％の増加

・経常利益は 37 億 43 百万円　前期比 19.3％の増加

・当期純利益は 24 億 40 百万円　前期比 73.5％の増加

POINT	2

※HITエンジニアリング株式会社は2010年6月30日に連結子会社となりましたので、
　当期（第45期）決算においては連結対象ではありません。

日比谷総合設備グループ

日比谷総合設備株式会社
設備工事事業

連結子会社

ニッケイ株式会社
設備工事事業、その他の事業

連結子会社

日比谷通商株式会社
設備機器販売事業

連結子会社

HITエンジニアリング株式会社※

生産設備の設計・施工・保守管理事業

持分法適用関連会社
日本メックス株式会社

建物の保守・維持管理事業、建築工事事業、設備工事事業

2010年6月30日現在
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連結財務諸表

株主資本 評価・換算差額等
新株予約権 少数株主持分 純資産合計

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 その他有価証
券評価差額金

2009 年３月３１日残高 5,753 5,931 36,201 △ 368 47,518 436 － 1,312 49,267

連結会計年度中の変動額

　	剰余金の配当 △ 619 △ 619 △ 619

　	当期純利益 2,440 2,440 2,440

　	自己株式の取得 △ 485 △ 485 △ 485

　	自己株式の処分 △ 0 0 0 0

　		株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額）

1,302 40 52 1,395

連結会計年度中の変動額合計 － － 1,821 △ 485 1,335 1,302 40 52 2,731

2010 年３月３１日残高 5,753 5,931 38,022 △ 854 48,854 1,739 40 1,364 51,998

連結株主資本等変動計算書（単位：百万円）当連結会計年度（2009 年 4月1日～2010 年 3月 31日）

連結キャッシュ・フロー計算書（単位：百万円）
前	期 当	期

(	2008 年 4月	1日から	)2009年3月31日まで (	2009 年 4月	1日から	)2010年3月31日まで

営業活動によるキャッシュ･フロー 2,250 1,620

投資活動によるキャッシュ･フロー △ 565 686

財務活動によるキャッシュ･フロー △ 3,057 △1,115

現金及び現金同等物の増減額（減少：△） △1,373 1,191

現金及び現金同等物の期首残高 12,331 10,958

現金及び現金同等物の期末残高 10,958 12,149

・	営業活動によるキャッシュ・フローは16 億 20百万円。

　これは主に、売上債権の増加及び未成工事受入金の減少があったものの、税金等調

整前当期純利益が 36 億 10百万円となったこと、たな卸資産が減少したこと等による。

・	投資活動によるキャッシュ・フローは 6 億 86百万円。

　これは主に、有価証券及び投資有価証券の償還による収入が、再投資及び固定資

産等の取得による支出を上回ったこと等による。

・	財務活動によるキャッシュ・フローは△11億 15百万円。

　これは主に、自己株式の取得による支出及び配当金の支払等による。

POINT	4
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要約個別財務諸表

個別損益計算書（単位：百万円）
前	期 当	期

(	2008 年 4月	1日から	)2009年3月31日まで (	2009 年 4月	1日から	)2010年3月31日まで

売上高 49,434 53,308

売上原価	 43,027 46,216

売上総利益 6,407 7,092

販売費及び一般管理費 4,566 5,291

営業利益 1,840 1,800

営業外収益 779 649

営業外費用 27 21

経常利益 2,592 2,428

特別利益 5 －

特別損失 751 146

税引前当期純利益 1,846 2,281

法人税、住民税及び事業税 1,087 929

法人税等調整額 △ 262 24

当期純利益 1,020 1,328

個別貸借対照表（単位：百万円）
前	期 当	期

（2009 年３月31日現在）（2010 年３月31日現在）

（資産の部）
流動資産 31,239 31,339
固定資産 20,097 21,820
有形固定資産 656 615
無形固定資産 596 597
投資その他の資産 18,844 20,607
資産合計 51,337 53,160

（負債の部）
流動負債 17,243 17,594
固定負債 380 384
負債合計 17,623 17,978
（純資産の部）
株主資本 33,340 33,566
資本金 5,753 5,753
資本剰余金 5,931 5,931
利益剰余金 22,013 22,722
自己株式 △ 358 △ 841
評価・換算差額等 373 1,574
新株予約権 － 40
純資産合計 33,714 35,181
負債純資産合計 51,337 53,160

株主資本 評価・換算差額等
新株
予約権

純資産
合計資本金

資本剰余金 利益剰余金
自己株式

株主資本
合計

その他有価証券
評価差額金資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金 利益剰余金
合計土地圧縮積立金 配当準備積立金 別途積立金 繰越利益剰余金

2009 年３月３１日残高 5,753 5,931 1,270 1 320 21,370 △ 948 22,013 △ 358 33,340 373 － 33,714
事業年度中の変動額
　	剰余金の配当　 △ 619 △ 619 △ 619 △ 619
　	当期純利益 1,328 1,328 1,328 1,328
　	自己株式の取得 △ 483 △ 483 △ 483
　	自己株式の処分 △ 0 △ 0 0 0 0
　	自己株式の消却 －
　	別途積立金の取崩	 △ 3,000 3,000 －
　	株主資本以外の項目の事業	
　	年度中の変動額（純額） 1,201 40 1,241

事業年度中の変動額合計 － － － － － △ 3,000 3,708 708 △ 483 225 1,201 40 1,467
2010 年３月３１日残高 5,753 5,931 1,270 1 320 18,370 2,760 22,722 △ 841 33,566 1,574 40 35,181

株主資本等変動計算書（単位：百万円）当期（2009 年 4月1日～2010 年 3月 31日）
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株式の状況
（2010 年 3 月 31 日現在）

発行する株式の総数 96,500,000 株
発行済株式の総数 34,000,309 株
株主数 3,137 名
■	大株主の状況

株	主	名 持	株	数 持株比率
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 2,267 千株 6.88%
エヌ・ティ・ティ都市開発株式会社 1,371 4.16
日比谷総合設備取引先持株会 1,225 3.72
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 1,132 3.44
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（退職給付信託口・株式会社百十四銀行口） 900 2.73
株式会社三井住友銀行 853 2.59
財団法人電気通信共済会 838 2.55
第一生命保険相互会社 818 2.48
株式会社りそな銀行 786 2.39
CBNY		DFA		INTL	SMALL		CAP		VALUE		PORTFOLIO 645 1.96
（注）	 1．	当社は、自己株式1,051,127株を保有しておりますが、上記の大株主からは除いております。
	 2．	持株比率は、自己株式1,051,127株を控除して計算しております。
	 3．	ブランデス・インベストメント・パートナーズ・エル・ピーは、2009年10月8日付で大量保有報告書を提出していますが、2010年3月31日現在、株式の名義

人その他が確認できないため、上記大株主の状況には含めておりません。なお、同社の大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。
大量保有者　ブランデス・インベストメント・パートナーズ・エル・ピー
保有株式数　1,701千株（発行済株式総数の5.0％）

	4．	第一生命保険相互会社は、2010年4月1日をもって第一生命保険株式会社に組織変更をしております。
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出来高
（千株）

株価（円）

■	株価および出来高の推移

■	所有者別株式分布状況 ■	所有株式数別分布状況

金融機関	
11,838 千株	(34.81%)

その他の法人	
10,107 千株	(29.74%)

個人その他（自己株式を含む）

8,254 千株	(24.28%)

外国法人等

3,393 千株	(9.98%)

1,000 株未満	
1,057 名 (33.70%)

1,000 株～ 4,999 株
1,663 名 (53.01%)

50,000 株以上			
80 名 (2.55%)10,000 株～ 49,999 株

149 名 (4.75%)
5,000 株～ 9,999 株
188 名 (5.99%)

				証券会社	

405 千株	(1.19%)
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役  員 会社概要
（2010 年 3 月 31 日現在）（2010 年 6 月 29 日現在）

取締役及び監査役
代表取締役社長 社長執行役員 野村　春紀
代表取締役副社長 副社長執行役員 豊田　茂
取　締　役 専務執行役員 福木　盛男
取　締　役 常務執行役員 篠田　易男
取　締　役 常務執行役員 上村　安而
取　締　役 執行役員 野呂　秀夫
取　締　役 執行役員 齋藤　健治
取　締　役 執行役員 蒲池　哲也
取　締　役	 	 鎭西　俊一
取　締　役  楠美　憲章
常勤監査役	 	 安田　健
監　査　役	 	 佐藤　誠
監　査　役	 	 小塚　埜武壽
監　査　役	 	 池田　政弘

執行役員
執行役員	 	 石川　政憲
執行役員	 	 山口　義信
執行役員	 	 清光　勝明
執行役員	 	 石田　秀夫
執行役員	 	 田重田　俊一
執行役員	 	 浅見　尚信
執行役員	 	 白崎　匡志
執行役員	 	 箭川　秀治
執行役員	 	 大野　哲弘
執行役員	 	 覚野　修
執行役員	 	 尾倉　史晃

（注）1.	 取締役鎭西	俊一、同楠美	憲章はいずれも会社法第 2条第15 号に定
める社外取締役であります。

	 2.	 監査役安田	健、同佐藤	誠、同小塚	埜武壽はいずれも会社法第 2条第
16 号に定める社外監査役であります。

	 3.	 取締役鎭西俊	一、楠美	憲章及び監査役安田	健、小塚	埜武壽につきま
しては、東京証券取引所に対し、独立役員として届け出ております。

商　　　 号 : 日比谷総合設備株式会社
Hibiya	Engineering,	Ltd.

設 立年月日 : 1966 年 3月9日

資　 本　 金 : 57億 53百万円

株　　　式 : 東京証券取引所市場第一部

従 業 員 数 : 個別749 名　	連結 897名

事 業 内 容 ： （1） 空気調整装置工事
（2） 電気設備工事並びに通信設備工事
（3） 給排水その他衛生設備工事
（4） 建築並びに土木の設計及び工事
（5） 機械器具設置工事
（6） 不動産の売買、仲介、賃貸及び管理
（7） 建築設備、環境衛生関係機器の製造及び販売
（8） 建築物、建築設備の保守管理、警備及び清掃業務
（9） 建物セキュリティシステムの開発、設計、施工、販売及び保守
（10）労働者派遣事業
（11） 前各号に関するコンサルティング業務
（12）前各号に附帯する事業

建設業許可 : 国土交通大臣許可（特－17）第 3931号
　管工事業、機械器具設置工事業、電気工事業、
　電気通信工事業、水道施設工事業、建築工事業、
　土木工事業、ほ装工事業、とび・土工工事業
国土交通大臣許可（般－17）第 3931号
　消防施設工事業

一級建築士事務所 : 東京都知事登録第 28260 号

宅地建物取引業者 : 東京都知事（1）第 85350 号

事 業 所 :
本　　 社 東京都港区芝浦四丁目2番 8号
東 京 本 店 東京都港区芝浦三丁目4番1号
支　　 店 横浜、大阪、四国、名古屋、北陸、東北、広島、九州、

札幌
営 業 所 北関東、長野、新潟、千葉、茨城、多摩、神戸、静岡、秋田、

岡山、熊本、沖縄、鹿児島、函館

研 究 施 設 千葉県野田市
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Hibiya Engineering, Ltd.

東京都港区芝浦四丁目 2 番 8 号
TEL (03) 3454-1385
FAX (03) 3452-4260
URL http://www.hibiya-eng.co.jp/

Hibiya Engineering, Ltd.

株式のご案内

事 業 年 度 	 毎年 4月 1日から翌年 3月 31 日まで

定時株主総会 	 毎年 6月

基 準 日 	 3 月 31 日

中間配当基準日	 9 月 30 日

単 元 株 式 数 	 100 株

公 告 方 法 	 電子公告により行います。
	 	ただし、事故その他やむを得ない事由によって

電子公告による公告をすることができない場合
は、日本経済新聞に掲載いたします。

	 ホームページアドレス
	 http://www.hibiya-eng.co.jp/

株主名簿管理人	 東京都中央区日本橋茅場町一丁目 2番 4号
	 日本証券代行株式会社

同事務取扱場所	 東京都中央区日本橋茅場町一丁目 2番 4号
	 日本証券代行株式会社　本店

	郵便物送付先	 〒 137-8650　東京都江東区塩浜二丁目8番 18号
		お 問 合 せ 先 	 日本証券代行株式会社　代理人部
	 電話　0120-707-843　( フリーダイヤル）

各種手続のお申出先	
・	未払配当金のお支払いについては、株主名簿管理人にお申出ください。
・	住所変更、単元未満株式の買取･買増、配当金受取方法の指定等
証券会社をご利用の株主様は、お取引の証券会社へお申出ください。
証券会社をご利用でない株主様は、特別口座の口座管理機関である
日本証券代行へお申出ください。

特別口座でのお手続用紙のご請求はインターネットでもお受付け
いたしております。
ホームページアドレス　http://www.jsa-hp.co.jp/name/index.html
( 一部の用紙は、お手持ちのプリンターで印刷できます。）

表紙写真
CHASKA 茶屋町（大阪府大阪市）


